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※ 本工程表は、重点計画に記載する項目のうち重要な施策を中心に、その取組スケジュールを示すものである。



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

第３-１ 戦略として取り組む政策群

サービスカタログの策定・公表 デジタル庁

モデル仕様書の策定・公表 デジタル庁

地域への支援策の検討 デジタル庁

・地域幸福度（Well-being）指標の活用

促進
地域幸福度（Well-being）指標サイトの構築 デジタル庁

2023年G7に向けた検討・準備 デジタル庁、経済産業省

2023年G7での合意に基づくDFFTの国際枠組み（IAP：Institutional

Arrangement for Partnership）立ち上げに向けた準備
デジタル庁、経済産業省

IAPの下での具体的な成果創出に向けた取組の推

進
デジタル庁、経済産業省

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）

２．デジタル田園都市国家構想の実現

（３）デジタル田園都市国家構想の実現

に向けた重点検討課題

・優良事例を支えるサービス/システムの横展

開の加速化

３．国際戦略の推進

（１）DFFTの推進に向けた国際連携

取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

1



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

政府統一基準の改定コンセプトの検討 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定案の検討 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定案に係る各省意見照会 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定案に係る各省協議 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定案に係るパブリックコメント 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定 内閣官房（NISC）

政府統一基準の次回改定に向けた見直しの方向性

の検討
内閣官房（NISC）

政府統一基準等に基づく監査等の取組 内閣官房（NISC）

政府統一基準等を踏まえた監査内容等の検討 内閣官房（NISC）

政府統一基準等に基づく監査等の取組 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定内容等を踏まえた監査内容等

の見直し
内閣官房（NISC）

政府統一基準等に基づく監査等の取組 内閣官房（NISC）

政府統一基準等を踏まえた監査内容等の検討 内閣官房（NISC）

政府統一基準等に基づく監査等の取組 内閣官房（NISC）

政府統一基準の改定内容等を踏まえた監査内容等

の見直し
内閣官房（NISC）

政府統一基準等に基づく監査等の取組 内閣官房（NISC）

政府統一基準等を踏まえた監査内容等の検討 内閣官房（NISC）

構築実証 内閣官房（NISC）

運用分析実証 内閣官房（NISC）

システムの企画（要件定義等） 内閣官房（NISC）

各府省利用促進のための実証 内閣官房（NISC）

CRSAシステムの構築 内閣官房（NISC）

CRSAシステムの運用・保守 内閣官房（NISC）

（１）サイバーセキュリティの確保

・デジタル庁と連携して、情報資産管理手法

や、システムの挙動やソフトウェアの状況をリア

ルタイムに監視する常時診断・対応型のセ

キュリティアーキテクチャ等を推進

４．サイバーセキュリティ等の安全・安心の

確保

（１）サイバーセキュリティの確保

・政府情報システムにおけるクラウドサービスの

利用拡大を見据えセキュリティ対策の強化等

を踏まえた政府統一基準の改定

・政府統一基準の継続的な見直しと監査等

の取組によるセキュリティレベルの維持・向上
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

ISMAP-LIUの仕組み検討 内閣官房（NISC）

ISMAP-LIUの運用開始 内閣官房（NISC）

制度運用上の課題・改善の検討 内閣官房（NISC）

直近対応すべき改善項目に関する規程等の改定、周

知
内閣官房（NISC）

継続的な制度運用上の課題・改善の検討 内閣官房（NISC）

改善項目に関する規程等の改定、周知 内閣官房（NISC）

継続的な制度運用上の課題・改善の検討 内閣官房（NISC）

改善項目に関する規程等の改定、周知 内閣官房（NISC）

継続的な制度運用上の課題・改善の検討 内閣官房（NISC）

改善項目に関する規程等の改定、周知 内閣官房（NISC）

（１）サイバーセキュリティの確保
GSOCの着実な運用・クラウド監視機能強化 内閣官房（NISC）

システムの検討 総務省

システムの構築 総務省

総務省への試験導入 総務省

総務省への本格導入 総務省

ERMとITガバナンスの観点を含めたセキュリティ対策

の強化
デジタル庁

整備・運用段階の全体にわたりDevSecOps等のア

プローチの推進
デジタル庁

自動化によるセキュリティマネジメントの強化の推進 デジタル庁

スマートなクラウド利用やサプライチェーン対策へのセ

キュリティ対応
デジタル庁

ゼロトラストアーキテクチャへの取組 デジタル庁

（１）サイバーセキュリティの確保
リアルタイム監視・情報セキュリティインシデント対応 デジタル庁

（１）サイバーセキュリティの確保

（１）サイバーセキュリティの確保

・政府端末情報を活用したサイバーセキュリ

ティ情報の収集・分析に係る実証事業

（１）サイバーセキュリティの確保

・政府情報システムのためのセキュリティ評価

制度（ISMAP）における簡素な仕組みの

検討等による制度利用の促進（2021～

2022）

・ISMAPを活用したクラウド・バイ・デフォルト

の拡大（2023～2025）

3
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

５．急速なAIの進歩・普及を踏まえた対応

（１）連携体制
連携体制を通じた我が国一体としての取組

内閣府（内閣官房、内閣府知財、個人情

報保護委員会、デジタル庁、総務省、外務

省、文部科学省、経済産業省）

基礎的な開発力の構築・強化等
内閣府、総務省、文部科

学省、経済産業省

行政機関が保有するデータの整備 デジタル庁

AIの社会実装に向けた取組 内閣府

行政におけるAIの活用に向けた必要な検討・取組
内閣府、デジタル庁、内閣官房

（内閣人事局、NISC）

学校教育の現場におけるAIの取扱いに関するガイド

ラインの策定
文部科学省

処分通知等のデジタル化に係る基本的な考え方の

策定
デジタル庁

電子署名関係法令の技術基準改定 デジタル庁、法務省

電子委任状の普及促進 デジタル庁

国際的な相互運用性を持ったトラストサービスの在り

方を検討
デジタル庁

[mdoc形式] Google Wallet, Apple Wallet等

の技術検証
デジタル庁

汎用DIWシステムのPoC開発 デジタル庁

特定の証明書における本番向けDIWシステムの開

発(詳細は今後さらに詰めていく)
デジタル庁

①トラスト

・Digital Identity Wallet

６．包括的データ戦略の推進と今後の取

組

（３）当面重点的に取り組むべき事項

①トラスト

・トラストサービスの利活用拡大

（２）基礎的な開発能力の構築・強化や

包括的データ戦略に基づくデータ整備

（３）AIの社会実装
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

ホワイトペーパーver2.0への改訂検討 内閣官房

ユースケース実証の選定 デジタル庁、内閣官房

ユースケース実証の実施（示唆の抽出・分析） デジタル庁、内閣官房

国際連携推進に向けた有識者との議論 デジタル庁、内閣官房

Trusted Webに係る海外動向調査等 内閣官房、経済産業省

ホワイトペーパーver3.0への改訂検討 デジタル庁、内閣官房

ユースケース実証の選定 デジタル庁、内閣官房

ユースケース実証の実施（示唆の抽出・分析） デジタル庁、内閣官房

実証成果の広報（中間・最終報告会） デジタル庁、内閣官房

ホワイトペーパーver4.0への改訂検討 デジタル庁、内閣官房

G7会合を踏まえた国際連携の検討・実施 デジタル庁、内閣官房

eシールの国内ニーズ等の調査 総務省

eシール事業者の現状把握 総務省

eシール基準案等の検討 総務省

準公共分野での参照・検討 デジタル庁、内閣府

デジ田での参照・検討 デジタル庁、内閣府

ガイダンス実装状況ヒアリング デジタル庁、内閣府

ガイダンスのレビュー・見直しの検討 デジタル庁、内閣府

①トラスト

・「Trusted Web」構想の実現

①トラスト

・eシール、タイムスタンプ

②データ取扱ルール
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

③PDS・情報銀行 情報銀行を介したデータポータビリティの実現と地方

公共団体等とデータ連携の検討
総務省

要配慮個人情報の取扱い　WGでの検討 総務省

認定指針の改定手続・公表 総務省

教育分野における情報銀行を介したデータ利活用

の実証　準備
総務省

実証期間１　実証参加者募集等 総務省

実証期間２　実証実施 総務省

実証期間３　実証結果報告等 総務省

WG設置・実証中間報告等 総務省

実証結果を踏まえたWG取りまとめ 総務省

WG取りまとめを踏まえた認定指針の見直し等 総務省

スマートシティにおける情報銀行を介したデータ利活

用の実証　準備
総務省

実証期間１　実証参加者募集等 総務省

実証期間２　実証実施 総務省

実証期間３　実証結果報告等 総務省

実証結果を踏まえた認定指針見直し等の検討 総務省

情報銀行によるPHRデータ流通基盤を活用した医

療データ連携の検討
総務省

ニーズに合わせた情報銀行の認定制度の見直し 総務省

教育分野におけるPDSの技術的要件等に関する調

査研究　準備
総務省

PDS活用事例の調査 総務省

教育分野におけるPDS活用のユースケース等の検討 総務省

教育分野におけるPDS活用に当たってのセキュリティ

要件等の検討
総務省

調査研究を踏まえた実証実施 総務省

③PDS・情報銀行

・教育分野における情報銀行の活用検討

③PDS・情報銀行

・教育分野におけるPDS活用の検討

③PDS・情報銀行

・相互連携分野（スマートシティ）の情報銀

行の活用検討

③PDS・情報銀行

・健康・医療分野における情報銀行の活用

検討
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

整備検討 デジタル庁

「ベース・レジストリ指定」見直し検討 デジタル庁

ベース・レジストリ指定 デジタル庁

システム構築 デジタル庁

データ整備 デジタル庁

本格運用 デジタル庁

活動方針・スコープの見直し デジタル庁

庁内GIF導入システムの選定・導入支援 デジタル庁

他省庁GIF導入システム選定・導入支援 デジタル庁

データ間の相互運用性の試行開始 デジタル庁

⑥データマネジメント

⑤ベース・レジストリ
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担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

基本指針案検討 デジタル庁

基本指針案各省協議 デジタル庁

基本指針改定 デジタル庁

利用者ニーズの調査 デジタル庁

利用者ニーズの調査結果の反映 デジタル庁

利活用研修資料の検討 内閣府

利活用研修資料の作成 内閣府

利活用促進ウェブサイトの検討 内閣府

利活用促進ウェブサイトの作成・運用 内閣府

利活用促進ウェブサイトのコンテンツ拡充 内閣府

利活用促進プラットフォームの検討 内閣府

利活用促進プラットフォームの作成 内閣府

利活用促進プラットフォームの運用 内閣府

整備範囲の検討 デジタル庁

行政データのクレンジング デジタル庁

データ整備の効率化等の検討 デジタル庁

⑦オープンデータ

⑧AI活用の基盤となる行政データの整備
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

第３－２ 各分野における基本的な施策

調査研究 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　デジタル庁

要件整理 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

仕様検討・技術的実証等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

テスト構築等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

設計・開発および移行・運用検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

運用・保守および継続的見直し 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

（２）マイナンバー制度の利用の推進

①マイナンバーの利用及び情報連携の推進
施行に向けた法令・関連システム等整備 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

施行準備（政省令、システム対応等） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

各種事務での登録口座情報の利用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

順次金融機関からの登録 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

オンライン資格確認の原則義務化 厚生労働省

支援等の措置の見直し 厚生労働省

保険証の廃止等 厚生労働省

訪問診療等の仕組みの構築完了 厚生労働省

スマートフォン対応完了 厚生労働省

システム設計・開発
デジタル庁、総務省、法務省、厚生労働

省、財務省、内閣府、文部科学省、経済産

業省、国土交通省

デジタル化の開始
デジタル庁、総務省、法務省、厚生労働

省、財務省、内閣府、文部科学省、経済産

業省、国土交通省

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

・各種免許・国家資格等のデジタル化の推進

１．国民に対する行政サービスのデジタル

化

（１）国・地方公共団体・民間を通じた

トータルデザイン

・公共サービスメッシュを通じた情報連携の更

なる推進

（３）マイナンバーカードの普及及び利用の

推進

①マイナンバーカードの健康保険証との一体

化に向けた取組

②特定公的給付制度の活用及び公金受

取口座の登録・利用の推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

全国共通の運転者管理システムの整備 警察庁

県警の運転者管理システムの移行 警察庁

一体化に必要なシステム改修 警察庁

法案提出 警察庁

下位法令の制定等 警察庁

運転免許証とマイナンバーカードの一体化 警察庁

オンライン更新時講習のモデル事業（優良運転

者）
警察庁

オンライン更新時講習のモデル事業（優良・一般

運転者）
警察庁

全国実装に向けた改良 警察庁

全国実装に必要なシステム改修 警察庁

オンライン講習の全国実装 警察庁

諸外国におけるモバイル運転免許証の導入・検討

状況に関する調査研究の実施
警察庁

モバイル運転免許証等の在り方の検討(デジタル庁が検討・開発

する方針である他の資格証等も搭載可能な汎用的なシステムの活用を前提とした運

用)

　 警察庁

検討、法案提出、準備（政省令、システム整備

等）

出入国在留管理庁、

総務省、デジタル庁

次期マイナンバーカードの議論を踏まえつつカードの

一体化（交付・運用）

出入国在留管理庁、

総務省、デジタル庁

実証実験の準備 総務省

実証実験の実施 総務省

実証実験結果の取りまとめ 総務省

有識者等による検討会 総務省

実証実験結果を踏まえた調査研究 総務省

調査研究の結果に応じた対応 総務省

全国展開に向けた対応 総務省

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

・マイナンバーカードと在留カードとの一体化の実現

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

・マイナンバーカードを活用した救急業務の迅

速化・円滑化

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

連携方法等の検討 厚生労働省

改修要件の検討 厚生労働省

調達仕様書の作成 厚生労働省

意見招請・要件の再精査 厚生労働省

入札公示 厚生労働省

要件定義・設計 厚生労働省

製造 厚生労働省

テスト 厚生労働省

連携方法等の検討 厚生労働省

改修要件の検討 厚生労働省

調達仕様書の作成 厚生労働省

入札公示 厚生労働省

要件定義・設計 厚生労働省

製造 厚生労働省

テスト 厚生労働省

システムの在り方検討 厚生労働省

仕様等の検討・調達の準備 厚生労働省

システムの設計・開発・テスト 厚生労働省

マイナポータルの連携を含むテスト 厚生労働省

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

・技能士台帳

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

技能講習修了証明書

・国家資格等情報連携・活用システムとの

連携により2025年度（令和７年度）より

マイナポータル閲覧を開始

②運転免許証を始め、マイナンバーカードへ

の一体化に向けた取組

安全衛生関係各種免許

・国家資格等情報連携・活用システムとの

連携により2025年度（令和７年度）より

マイナポータル閲覧を開始
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

対象手続の追加や利便性向上のための検討 出入国在留管理庁

利便性向上のための対応策の整理 出入国在留管理庁

対象手続追加時の利用者側の手続の整理 出入国在留管理庁

対象手続追加時の職員側の運用の整理 出入国在留管理庁

対象手続の追加や利便性向上に係るシステム開発 出入国在留管理庁

対象手続の追加を踏まえた利便性向上の検討 出入国在留管理庁

マイナポータルからマイナンバーカードを用いて子育て・介護のオンライン手続

に対応できるよう、地方公共団体のシステム改修等の支援を行う

デジタル庁、総務省、

厚生労働省、内閣府

処理件数の多い手続を中心に、継続的にオンライ

ン・デジタル化を推進
デジタル庁、総務省

マイナポータルの改修及び市区町村のシステム改修

等の支援を行う
デジタル庁、総務省

サービスの評価を行い、必要な改善を実施 デジタル庁、総務省

死亡届・死亡診断書の電子的提出に関する課題

整理

厚生労働省、法務省、

デジタル庁

死亡届・死亡診断書の電子的提出に関する実装

方策検討・実施

厚生労働省、法務省、

デジタル庁

法定相続人の特定に係る支援策の検討 法務省、デジタル庁

検討された支援策等について実装方策検討・実施 法務省、デジタル庁

メインターゲットのユースケース調査研究（利用者の

拡大）
デジタル庁

社会保険・税手続の新たな提出方法について金融

機関等への利用促進
デジタル庁

国民・事業者の負担軽減が見込まれるその他の手

続について調査研究（対象手続の拡大）
デジタル庁

関係省庁との調整（対象手続の拡大に応じて、戦

略、予算、調達などの対応）
デジタル庁

確定申告等で利活用することについて検討・構築 デジタル庁

メインターゲットのユースケース調査研究（利用者の

拡大）
デジタル庁

確定申告等で利活用することについて金融機関等

への利用促進
デジタル庁

国民・事業者の負担軽減が見込まれるその他の手

続について調査研究（対象手続の拡大）
デジタル庁

関係省庁との調整（対象手続の拡大に応じて、戦

略、予算、調達などの対応）
デジタル庁

③「オンライン市役所サービス」の推進

・社会保険・税手続のオンライン・デジタル化

の推進

・金融機関等が税務署長に提出する支払

調書等について新たな提出方法を開始

③「オンライン市役所サービス」の推進

・社会保険・税手続のオンライン・デジタル化

の推進

・クラウド提出済のデータを確定申告等にお

いて利活用することを検討・実施

③「オンライン市役所サービス」の推進

・地方公共団体が優先的にオンライン化を推

進すべき手続のオンライン・デジタル化の推進

③「オンライン市役所サービス」の推進

・死亡・相続ワンストップサービスの推進

③「オンライン市役所サービス」の推進

・引越し手続のオンライン・デジタル化の推進

③「オンライン市役所サービス」の推進

・在留申請のデジタル化
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

仕様書案等の検討 デジタル庁

意見招請手続 デジタル庁

入札手続 デジタル庁

開札・契約締結手続 デジタル庁

システム開発期間 デジタル庁

品質検証・実証確認 デジタル庁

システム・リリース、保守・運用等 デジタル庁

システム設計・開発
総務省、外務省、

デジタル庁

在外公館での交付等の検討 総務省、外務省

国外利用・在外公館での交付等の開始 総務省、外務省

仕様検討 総務省

設計・開発 総務省

運用開始 総務省

④マイナンバーカードの「市民カード化」の推

進

・個人認証アプリの開発・活用促進

⑥スマートフォンへの搭載等マイナンバーカー

ドの利便性の向上

・利用者証明用電子証明書暗証番号の初

期化・再設定

⑥スマートフォンへの搭載等マイナンバーカー

ドの利便性の向上

・マイナンバーカードの国外利用の実現
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

新しいマイナポータル実証アルファ版第１弾の開発・

テスト
デジタル庁

新しいマイナポータル実証アルファ版第１弾のリリース デジタル庁

新しいマイナポータル実証アルファ版第２弾の開発・

テスト
デジタル庁

新しいマイナポータル実証アルファ版第２弾のリリー

ス・継続的改善
デジタル庁

新しいマイナポータルベータ版の開発・テスト デジタル庁

新しいマイナポータルベータ版のリリース・継続的改善 デジタル庁

新しいマイナポータル正式版の開発・テスト デジタル庁

新しいマイナポータル正式版のリリース・継続的改善 デジタル庁

社会保険料控除証明書連携機能の開発・テスト デジタル庁

社会保険料控除証明書連携機能のリリース デジタル庁

公的年金等の源泉徴収票連携機能の開発・テスト デジタル庁

公的年金等の源泉徴収票連携機能のリリース デジタル庁

給与所得の源泉徴収票連携機能の開発・テスト デジタル庁

給与所得の源泉徴収票連携機能のリリース デジタル庁

年末調整手続の事前準備ページの開発・テスト デジタル庁

年末調整手続の事前準備ページのリリース デジタル庁

その他確定申告のための各種控除証明書等連携

機能の検討
デジタル庁

就労証明書のオンライン提出機能の開発・テスト デジタル庁

就労証明書のオンライン提出機能のリリース デジタル庁

施行準備（政省令、システム対応等） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

新たな制度による円滑な付番 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

相続時等のサービス 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

②マイナンバーを活用した国民の利便性の向

上

ア 預貯金付番の円滑化

①マイナポータルの継続的改善

・各種行政手続のオンライン化

（4）公共フロントサービスの提供等

①マイナポータルの継続的改善

・マイナポータルのUI・UXの継続的な点検・

改善

①マイナポータルの継続的改善

・マイナポータルから連携できるデータの順次

拡大
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

40歳未満事業主健診：システム改修 厚生労働省

マイナポータルでの情報提供開始 厚生労働省

学校健診：実証事業 文部科学省

2023年度事業の準備 文部科学省

2023年度事業の開始 文部科学省

導入促進策の検討 文部科学省

2023年度事業の取りまとめ 文部科学省

自治体等へ導入促進 文部科学省

業界団体（PHRサービス事業協会）設立準備事務局による

（より高い水準のガイドライン作成に向けた）検討準備の支援
経済産業省

業界団体（PHRサービス事業協会）と連携したガイドラ

イン整備に向けた検討
経済産業省

業界団体（PHRサービス事業協会）と連携したガイドライン整

備に向けた検討（全体構成案作成、各社意見調整）
経済産業省

業界団体（PHRサービス事業協会）と連携したガイドライン整備に

向けた検討（他団体との意見交換等、ガイドライン案作成）
経済産業省

業界団体（PHRサービス事業協会）と連携したガイドラ

イン整備に向けた検討（ガイドライン取りまとめ）
経済産業省

業界団体（PHRサービス事業協会）と連携したガイドラ

イン整備に向けた検討（パブコメ実施、公表）
経済産業省

事業執行準備 総務省

PHRデータ交換規格の設定 総務省

PHRデータ流通基盤の設計 総務省

PHRデータ流通基盤の開発 総務省

PHRデータ流通基盤の実証 総務省

PHRデータの医学的検証 総務省

NDB・介護DBサンプルデータの公表 厚生労働省

NDB・介護DBとDPCの連結 厚生労働省

公的DBとの連結に向けた検討・法改正 厚生労働省

NDBの収載情報の拡充 厚生労働省

２．安全・安心で便利な暮らしのデジタル

化

（２）準公共分野のデジタル化の推進

①健康・医療・介護

ア 医療DX、データヘルス改革の推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針の策定、

遠隔医療活用の好事例の展開に向けた基礎調査を実施
厚生労働省

オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針に

基づき、国民・患者向けの啓発資材の作成
厚生労働省

引き続き必要な対応を実施 厚生労働省

検討会での在宅オンライン服薬指導の検討 厚生労働省

在宅オンライン服薬指導の法制上の措置（省令改

正）
厚生労働省

オンライン服薬指導の更なる活用に向けた調査の実

施
厚生労働省

引き続き必要な対応を実施 厚生労働省

G-MISとの連携を踏まえたシングルサインオンへの対

応
厚生労働省

医療機関IDへの対応等（負担軽減に向けた見直

し）
厚生労働省

EMIS代替サービスの課題抽出 厚生労働省

EMIS代替サービスの要件定義等 厚生労働省

EMIS代替サービスの調達 厚生労働省

EMIS代替サービスの稼働に向けた準備 厚生労働省

EMIS代替サービスの運用 厚生労働省

EMIS代替サービスの運用状況の監視 厚生労働省

①健康・医療・介護

ウ 新型コロナウイルス感染症での対応を踏ま

えた次の感染症への備え等

①健康・医療・介護

イ オンライン診療等の強力な推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

GIGAスクール運営支援センターの機能強化 文部科学省

2023年度以降のICT環境整備の在り方検討 文部科学省

新たなICT環境整備方針の策定 文部科学省

次期ICT環境整備計画の策定 文部科学省

新たなICT環境整備計画に基づく措置 文部科学省

ガイドライン作成の検討 文部科学省

ガイドライン作成 文部科学省

ガイドライン公表 文部科学省

端末の利活用等の実態把握 文部科学省

児童生徒の１人１台端末の将来の在り方検討 文部科学省

端末の利活用状況や検討結果等を踏まえた必要

な措置の実施
文部科学省

校務の在り方専門家会議での検討 文部科学省

校務デジタル化実証事業の実施 文部科学省

2023年度実証事業成果の普及 文部科学省

2023年度事業成果を踏まえた実装 デジタル庁

教育データ標準3.0の検討・公表 文部科学省

教育データ標準4.0の検討・公表 文部科学省

教育データ標準の随時更新 文部科学省

②教育

ア 教育現場におけるICT利活用環境の強

化などGIGAスクール構想の基盤整備

②教育

イ 教育データの利活用の促進とそれに必要

な環境整備
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

防災デジタルプラットフォームにおける基本ルールの検

討
デジタル庁、内閣府

防災デジタルプラットフォームにおける基本ルールの策

定
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの着実な開発、整備

（残設計）
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの着実な開発、整備

（構築）
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの着実な開発、整備

（先行切替）
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの着実な開発、整備

（切替・並行運用）
デジタル庁、内閣府

各省庁、地方公共団体、指定公共機関と防災情

報関係システムとの自動連携の充実
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの機能充実（2024年

度追加）
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの機能充実（2025年

度追加）
デジタル庁、内閣府

次期総合防災情報システムの機能充実（2026年

度追加）
デジタル庁、内閣府

防災IoT 実証評価(ドローン等) デジタル庁、内閣府

防災IoT 実証評価(インタフェース等) デジタル庁、内閣府

防災IoT 運用評価(次期総防接続） デジタル庁、内閣府

防災IoT 取込データ拡充(2025年度） デジタル庁、内閣府

防災IoT 取込データ拡充(2026年度) デジタル庁、内閣府

使いやすさ、操作性の向上 デジタル庁、内閣府

ISUT等の強化 デジタル庁、内閣府

運用・活用体制の充実強化 デジタル庁、内閣府

データ連携基盤等との連携ルール調査 デジタル庁、内閣府

データ連携基盤等との連携ルール整理 デジタル庁、内閣府

データ連携基盤等との連携（改修） デジタル庁、内閣府

③防災

ア 防災デジタルプラットフォームの構築
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

防災情報アーキテクチャの検討 デジタル庁

防災情報アーキテクチャの設計高度化（課題、ユー

スケース整理）
デジタル庁

防災情報アーキテクチャの設計高度化（実証調

査）
デジタル庁

防災情報アーキテクチャの設計高度化（実証結果

整理、ロートマップ作成）
デジタル庁

データ連携基盤（構築検討） デジタル庁

データ連携基盤（設計高度化） デジタル庁

データ連携基盤（構築） デジタル庁

防災アプリ等の開発促進（マイナンバーカード等） デジタル庁

2024年度概算要求対応 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 厚生労働省

調達仕様書の作成 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 厚生労働省

要件定義書の作成 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 厚生労働省

入札関連対応 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 厚生労働省

災害時保健医療福祉活動支援システム

（D24H）の保守・点検
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 厚生労働省

③防災

③防災

イ 住民支援のための防災アプリ開発・利活

用の促進等とこれを支えるデータ連携基盤の

構築等

19



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

こどもデータ連携実証事業の実施・実証事業ガイド

ラインの策定
デジタル庁

こどもデータ連携ガイドライン検討委員会の委員選

定
こども家庭庁

デジタル庁ガイドラインを踏まえた課題整理 こども家庭庁

ガイドライン検討委員会の開催 こども家庭庁

こどもデータ連携実証事業の実施 こども家庭庁

実証事業中間報告会・成果報告会 こども家庭庁

実証事業を踏まえた検討（データ連携やそれを実

現するシステムの在り方等）
こども家庭庁

モビリティを総合的に高度化するために必要な事項を

整理
デジタル庁

官民連携し、必要な技術開発や整備、制度整備

等を行う
デジタル庁

サービス像、プラットフォームの在り方や仕様、データ

流通を促進する組織の在り方を検討
デジタル庁

プロトタイプの開発、実証 デジタル庁

開発、実証を踏まえた方策や課題等を検討 デジタル庁

プラットフォームの構築とデータ流通を促進するための

環境の整備の調査
デジタル庁

プラットフォームの構築とデータ流通を促進するための

環境の整備を図る
デジタル庁

DADCと連携しながら、自動運転車やドローン、自動配送ロボット等の活用の

将来像や空間ID・空間情報基盤を含むデジタルインフラのアーキテクチャを設

計

デジタル庁

デジタルインフラの仕様策定、 プロトタイプの開発、

ユースケースを用いての実証
デジタル庁

実証で得られた課題を踏まえ、社会実装を見据えて

空間情報基盤の追加的機能を検討
デジタル庁

デジタルライフライン全国総合整備計画等と連携した

普及施策の実施
デジタル庁

⑤モビリティ

ウ ４次元時空間IDを含めた空間情報基

盤の整備

⑤モビリティ

⑤モビリティ

イ モビリティ分野におけるデータ連携

④こども
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

プラットフォームの構築 農林水産省

JAS規格の検討・制定に係る手続 農林水産省

データ連携プラットフォームの活用促進 農林水産省

オープンAPI標準仕様の整備（基本的なAPI標準

仕様の策定）
農林水産省

オープンAPI標準仕様の整備（API標準仕様の充

実）
農林水産省

機器間連携実証の推進（API標準仕様を活用し

た機器間連携実証）
農林水産省

機器間連携実証の推進（新たに充実させたAPI標

準化仕様を活用した機器間連携実証）
農林水産省

データ連携プラットフォームの利用促進（川中・川下

を含めたデータ連携実証）
農林水産省

データ連携プラットフォームの利用促進（流通合理

化等に資する高度なデータ連携実証）
農林水産省

策定したガイドラインの普及資料等の検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 農林水産省

普及資料の整理 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 農林水産省

魚種等のデータ標準化の整理 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 農林水産省

ガイドラインの普及 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 農林水産省

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）の設

計・開発
農林水産省

手続のオンライン化（約3,300） 農林水産省

⑥農林水産業・食関連産業

⑥農林水産業・食関連産業

⑥農林水産業・食関連産業
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）の本格

運用・利用拡大に向けた普及推進
農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（設計） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（開発） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（テスト） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（リリース） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（2024年度） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（2025年度） 農林水産省

利用者からのニーズに応じた機能改修（2026年度） 農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の開発（設計）
農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の開発（開発）
農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の開発（テスト）
農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の開発（リリース）
農林水産省

eMAFF地図の利用者からのニーズに応じた機能改

修(2024年度)
農林水産省

eMAFF地図の利用者からのニーズに応じた機能改

修(2025年度)
農林水産省

eMAFF地図の利用者からのニーズに応じた機能改

修(2026年度)
農林水産省

農地情報の紐づけの実施 農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の一部運用開始
農林水産省

農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF

地図)の本格運用・ユーザー数拡大
農林水産省

⑥農林水産業・食関連産業

⑥農林水産業・食関連産業

⑥農林水産業・食関連産業
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

⑦港湾（港湾物流分野）

ア サイバーポートによる港湾の電子化
第一次運用・利用促進・機能改善 国土交通省

3分野データ連携の構築（港湾物流分野） 国土交通省

3分野一体の運用を実現 国土交通省

NACCSとの直接連携 国土交通省

商流プラットフォームとの連携 国土交通省

CONPAS（阪神港）の本格運用に向けた検討 国土交通省

国土交通データプラットフォームにおける連携データの

検索性向上に向けた検討
国土交通省

新たなデータ連携先との課題整理 国土交通省

新たなデータ連携先とのシステム間調整 国土交通省

新たなデータ連携先とのシステム改修 国土交通省

新たなデータ連携先との公開調整 国土交通省

データプラットフォームにおけるデータ連携拡大に向け

た検討、更なる機能向上の検討・改良
国土交通省

SIP（第３期）「スマートインフラマネジメントシステ

ムの構築」FS
内閣府（科技）

SIP（第３期）「スマートインフラマネジメントシステ

ムの構築」研究開発
内閣府（科技）

フィジカルインターネットの実現に向けた効率化の取組（モノ・データ・業務プロ

セスの標準化や、電子タグや物流ロボット等を活用した輸配送・物流拠点の自

動化・デジタル化）を促進するための実証事業の準備

経済産業省

フィジカルインターネットの実現に向けた効率化の取

組を促進するための実証事業の実施
経済産業省

上記実証事業の結果を踏まえた更なる対応事項の

整理・実証事業の検討
経済産業省

上記対応事項に関する実証事業の実施 経済産業省

上記の更なる発展を含めたフィジカルインターネット・

ロードマップの着実な実行
経済産業省

⑧インフラ

⑦港湾（港湾物流分野）

ア サイバーポートによる港湾の電子化

⑦港湾（港湾物流分野）
イ 「ヒトを支援するAIターミナル」の実現に向けた取組

⑧インフラ

・フィジカルインターネットの実現

⑧インフラ

⑦港湾（港湾物流分野）

ア サイバーポートによる港湾の電子化
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

JP PINTの仕様策定 デジタル庁

仕様の運用・実装 デジタル庁

グローバル展開 デジタル庁

電子調達システムと電子契約システムの仕様検討・

調達
デジタル庁

設計・開発 デジタル庁

運用（必要に応じ改修） デジタル庁

アーキテクチャ設計 デジタル庁

普及施策（実証事業・補助金） デジタル庁

データモデル策定（受発注・請求） デジタル庁

データモデル策定（金融GIF） デジタル庁

システム化計画（官公需） デジタル庁

①取引（受発注・請求・決済）

①取引（受発注・請求・決済）

（３）相互連携分野のデジタル化の推進

①取引（受発注・請求・決済）
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

データ連携基盤の構築に関する情報提供 内閣府

データ連携基盤の円滑な運用に関する情報提供

※各区域の検討状況に応じた措置を適宜実施
内閣府

2022年度スマートシティ関連事業の実施 内閣府

アーキテクチャ、ガイドブックの改定案作成 内閣府

2023年度スマートシティ合同審査 内閣府

合同審査採択事業の実施 内閣府

合同審査採択事業のフォローアップ 内閣府

2024年度スマートシティ関連事業の実施 内閣府

2025年度スマートシティ関連事業の実施 内閣府

2026年度スマートシティ関連事業の実施 内閣府

PLATEAU標準2.0の普及 国土交通省

CityGML3.0の導入検討 国土交通省

高精度地下埋設物データ作成検討 国土交通省

高精度地下埋設物データ作成実証 国土交通省

高精度地下埋設物有用性検証 国土交通省

自治体のデジタルスキルアップ研修企画検討 国土交通省

複数の自治体で研修実施 国土交通省

自治体間のネットワーキング強化に向けたイベント実

施
国土交通省

②スマートシティ

②スマートシティ

②スマートシティ
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

「デジタル推進委員」の取組開始 デジタル庁

国民運動として取組を全国津々浦々に展開・拡大 デジタル庁

デジタル推進委員が教えるためのコンテンツの充実等 デジタル庁

高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、「デ

ジタル活用支援」の取組を推進
総務省

ICTサポートセンターの全都道府県設置 厚生労働省

サピエ等の利活用、ICT機器の操作支援等 厚生労働省

公民館等の社会教育施設や学校等の多様な場を

活用したデジタル講座等の実施を推進
文部科学省

多言語同時通訳の研究開発の推進 総務省

大阪・関西万博への多言語同時通訳の実装 総務省

電波遮へい対策事業（医療施設向け） 総務省

「医療機関において安全・安心に電波を利用するた

めの手引き」の周知啓発
総務省

「医療機関において安全・安心に電波を利用するた

めの手引き」の見直し
総務省

「医療機関において安全・安心に電波を利用するた

めの手引き」の更なる周知啓発
総務省

病院、リハビリセンター等における通信環境の在り方

の検討
厚生労働省

３．アクセシビリティの確保

（３）皆で支え合うデジタル共生社会の実

現

（６）情報通信ネットワークの利用環境等

の格差の是正

（５）「言葉の壁」の克服、多文化共生の

推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

商業登記電子証明書の利便性の向上策等を検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

次期電子認証システムの仕様等に係る検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

次期電子認証システムの開発 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

マイナンバーカード本人確認機能の実装 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

管理者機能の実装、処理能力の強化 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

法制化、民間サービス接続の検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

②法人共通認証基盤（GビズID）の普及
法人商業登記とのAPI連携 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

②法人共通認証基盤（GビズID）の普及

４．産業のデジタル化

（２）事業者向け行政サービスの質の向上

に向けた取組

①電子署名、電子委任状、商業登記電子

証明書の普及

27



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

法制審議会で具体的方策の検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

法案の国会審議 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

課題の洗い出し 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

運用内容の検討 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

運用内容の詳細化 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

運用に向けた準備 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

運用開始 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 法務省

統合可能性の検討・調整
デジタル庁、文部科学省、農林

水産省、国土交通省、防衛省

基盤となるシステムのクラウド移行 デジタル庁、国土交通省

統合に向けた調査研究 デジタル庁

運用移管 デジタル庁、国土交通省

各省電子入札システムの統合
デジタル庁、文部科学省、

農林水産省、防衛省

スーパーコンピュータの更新整備 デジタル庁、気象庁

スーパーコンピュータの運用 気象庁

線状降水帯の府県単位で半日予測 気象庁

モデル高解像度化（開発） 気象庁

高解像度化モデルの運用 気象庁

河川洪水・土砂災害関連システムの更新整備 デジタル庁、気象庁

河川洪水・土砂災害関連システムの運用 気象庁

③デジタル庁・各府省共同プロジェクトの推

進

・デジタル技術を用いた防災気象情報の高

度化等に係るプロジェクトの推進

５．デジタル社会を支えるシステム・技術

（１）国の情報システムの刷新

②国の情報システムの整備・管理

・データ連携の推進

③デジタル庁・各府省共同プロジェクトの推

進

・公共工事電子入札システムの統合
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

移行ガイド等のドキュメント類整備 デジタル庁

移行に向けた対応方策等の検討 デジタル庁

地方公共団体の先行事業等 デジタル庁

地方公共団体への技術的支援 デジタル庁

ガバメントクラウドアシスタントシステムの整備 デジタル庁

ガバメントクラウドアシスタントシステムの運用 デジタル庁

テンプレート等の整備 デジタル庁

移行に向けた技術的支援 デジタル庁

⑤ガバメントクラウドの整備
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

移行計画の策定 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

機器設置等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

回線敷設 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

切替準備、移行リハーサル及び本番切替 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

本番稼働 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

整備 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁、総務省

地方支分部局等において順次利用、運用を開始 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁、総務省

人事院、個人情報保護委員会、こども家庭庁、農

林水産省（本省）【整備・移行】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

農林水産省（地方）【設計・構築】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

農林水産省（地方）【整備・移行】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

内閣・内閣官房・復興庁、宮内庁、消費者庁、カ

ジノ管理委員会【移行検討】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

内閣・内閣官房・復興庁、宮内庁、消費者庁、カ

ジノ管理委員会【整備・移行】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

内閣法制局、総務省、金融庁、環境省【移行検

討】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

内閣法制局、総務省、金融庁、環境省【整備・移

行】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

法務省【移行検討】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

法務省【整備・移行】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

国税庁【移行検討】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

国税庁【整備・移行】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

原子力規制委員会、気象庁、経済産業省、財務局、国土交

通省、等【継続検討/今後検討開始予定】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

原子力規制委員会、気象庁、経済産業省、財務局、国土交

通省、等【上記の検討結果に基づき今後詳細化】
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

⑥ネットワークの整備

イ 全国ネットワークの整備

⑥ネットワークの整備

ア 新府省間ネットワークの構築

⑦府省LANと認証基盤の統合

ア 府省LAN統合
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

組織情報・職員アカウント情報等の管理 デジタル庁

人事異動等に伴う情報資源管理 デジタル庁

職員認証サービス（GIMA）との連携 デジタル庁

国際連携に係る検討 デジタル庁

各国政府のID管理基盤等の調査 デジタル庁

概念実証と要件の整理 デジタル庁

アーキテクチャ及び要件の整理 デジタル庁

ID管理基盤システムの企画 デジタル庁

ID管理基盤システムの構築 デジタル庁

各府省権限管理等システムの構築 デジタル庁

統合運用監視の実証事業 デジタル庁

統合運用監視の枠組みの企画検討 デジタル庁

統合運用監視システムの構築 デジタル庁

統合運用監視システムの運用・保守 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 デジタル庁

⑧運用監視システム等の枠組み整備

⑦府省LANと認証基盤の統合

イ 公的機関統一ID基盤の構築

・GSS情報ポータル

⑦府省LANと認証基盤の統合

イ 公的機関統一ID基盤の構築

・公的機関のID・認証基盤
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

実証用カタログサイトの構築・実証 デジタル庁

調達手法に関する制度的な整理 デジタル庁

本番サイトの開発・運用と試行的な調達 デジタル庁

デジタルマーケットプレイスの運用 デジタル庁

民事訴訟法等の改正 法務省

非対面での弁論準備手続期日の運用拡大 法務省

非対面での和解期日の運用開始に向けた準備 法務省

非対面での口頭弁論期日の運用開始に向けた準

備
法務省

オンライン申立て等の本格的な利用を可能にするた

めの環境整備
法務省

刑事訴訟法等改正のための検討 法務省、警察庁

システム化計画書の策定 法務省、警察庁

システム構築のための要件定義 法務省、警察庁

システムの設計・開発・テスト 法務省、警察庁

システム一部運用開始 法務省、警察庁

局内検討 法務省

デジタル化に向けた調査研究 法務省

システム構築のための要件定義 法務省

システムの設計・開発・テスト 法務省

出願手続等のオンライン化等の検討 法務省

クラウド移行に向けた調査・要件整理・調達 法務省

司法試験総合管理システムの構築・検証 法務省

司法試験総合管理システムの運用・保守 法務省

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・裁判関連手続のデジタル化

（民事訴訟法等の改正）

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・裁判関連手続のデジタル化

（更生保護行政のデジタル化）

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・司法試験及び司法試験予備試験のデジタ

ル化

⑩公共調達における支援・改革

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・裁判関連手続のデジタル化

（刑事手続における情報通信技術の活

用）
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

CBT方式による試験の導入に向けた検討 法務省

諸外国における事例調査・要件整理・調達 法務省

システムの構築・検証 法務省

システムの運用・保守 法務省

運転者管理システムの整備 警察庁

運用を全国の都道府県警察に拡大 警察庁

全国で運用 警察庁

遺失物管理システムの整備 警察庁

運用を全国の都道府県警察に拡大 警察庁

警察庁反則金システムの仕様等の検討 警察庁

全国での導入に向けた調整 警察庁

制度設計・システムの整備等 警察庁

港湾管理分野における構築・テスト 国土交通省

全国展開・機能改良 国土交通省

３分野データ連携の構築（港湾管理分野） 国土交通省

３分野一体の運用を実現 国土交通省

港湾インフラ分野における構築・テスト 国土交通省

稼働（第一次運用） 国土交通省

対象港湾拡大 国土交通省

３分野データ連携の構築（港湾インフラ分野） 国土交通省

３分野一体の運用を実現 国土交通省

⑪国や地方公共団体の

手続等の更なるデジタル

化

・警察業務のデジタル化

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・司法試験及び司法試験予備試験のデジタ

ル化

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・警察業務のデジタル化

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・警察業務のデジタル化

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・港湾業務のデジタル化
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

公文書管理に係るシステム整備の検討 内閣府

公文書管理に係るシステム整備の調査研究 デジタル庁

公文書管理に係るシステム整備 デジタル庁

公文書管理に係るシステムの段階的導入 デジタル庁

各府省の人事管理のデジタル化に係る状況・課題

意識等の把握

内閣官房(デジタル庁、

人事院）

人事管理に係る各機能の課題整理
内閣官房(デジタル庁、

人事院）

人事管理に係る各機能の整備の在り方の方向性の

整理

内閣官房(デジタル庁、

人事院）

人事管理に係る各機能の整備の在り方の調査研

究の準備

内閣官房(デジタル庁、

人事院）

人事管理に係る各機能の整備の在り方の調査研

究の実施

内閣官房(デジタル庁、

人事院）

共通的な勤務時間管理システムの企画
内閣官房(デジタル庁、

人事院）

共通的な勤務時間管理システムの構築
内閣官房(デジタル庁、

人事院）

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・公文書管理のデジタル化

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・人事管理のデジタル化
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

オンライン化の準備（開発・テスト等） 外務省

オンライン申請開始 外務省

戸籍謄本の添付の省略を検討 外務省

戸籍システムとの連携にかかる企画立案（基本設

計作成）
外務省

戸籍システムとの連携にかかる企画立案（詳細設

計作成）
外務省

企画内容の見直し・調整 外務省

戸籍電子対応の基盤構築 外務省

上記構築内容の見直し 外務省

システム連携準備・試行運用・見直し 外務省

本格連携開始 外務省

手数料の差別化に係る調査・検討 外務省

手数料の差別化に係る制度設計 外務省

企画内容の見直し・調整 外務省

システム調達・準備 外務省

システム改修 外務省

Visit Japan Web（入国手続のみ）の運用・保

守
デジタル庁

追加機能の開発（免税店の利用等） デジタル庁

Visit Japan Web（入国手続等）の運用・保守 デジタル庁

情報システム整備方針への準拠等の目標への盛り

込み
デジタル庁（総務省）

棚卸し調査の実施 デジタル庁（総務省）

情報システム整備方針を踏まえた目標策定・評価の

実施
デジタル庁（総務省）

棚卸し調査の精査 デジタル庁（総務省）

棚卸し調査結果の分析 デジタル庁（総務省）

分析結果を踏まえた検討 デジタル庁（総務省）

棚卸し調査を踏まえたより詳細な調査の実施等の

検討
デジタル庁（総務省）

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・入国手続等のデジタル化

⑬情報システム整備方針を踏まえた独立行

政法人の情報システムの整備及び管理の推

進

⑪国や地方公共団体の手続等の更なるデ

ジタル化

・旅券（パスポート）申請のデジタル化

35



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

都道府県と連携した移行支援の実施 デジタル庁

データ要件・連携要件の適合確認ツール作成・提供 デジタル庁

ガバメントクラウドへの移行等に係る検証 デジタル庁

ガバメントクラウドにおける共同利用方式等の検証 デジタル庁

ガバメントクラウド利用に関する受付等システム環境

整備
デジタル庁

ガバメントクラウド利用地方公共団体　順次拡大 デジタル庁

標準準拠システムへの移行 デジタル庁

④統一・標準化を進めるための支援

（２）地方の情報システムの刷新

①地方公共団体情報システム標準化基本

方針の推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

5G人口カバー率全国95% 総務省

全市区町村に5G基地局整備 総務省

5G人口カバー率全国97% 総務省

5G人口カバー率各都道府県90％程度以上 総務省

5G人口カバー率各都道府県99% 総務省

4G・5Gによる道路（高速道路・国道）カバー率

99％（高速道路については100％）
総務省

非常時における事業者間ローミングについて、導入スケ

ジュール等を検討し、検討結果を踏まえ必要な措置
総務省

非常時における事業者間ローミングの運用開始 総務省

光ファイバ世帯カバー率99.85％ 総務省

光ファイバ世帯カバー率99.90％ 総務省

「GIGAスクール構想」に資する通信環境の整備

（2023年度中の5Gによる通信環境の整備）
総務省

ローカル5Gに関する実証を推進 総務省

地域のデジタル基盤の整備促進、先進的ソリュー

ションの社会実装の推進
総務省

-デジタル技術の導入・運用計画の策定支援 総務省

-ローカル５G等の新たな通信技術を活用した地域

課題解決モデルの創出（実証事業）
総務省

-地域のデジタル基盤の整備（補助事業） 総務省

-過年度事業の成果等を踏まえて総合的な支援を

実施
総務省

HAPSの大阪・関西万博での実証・デモンストレー

ションに向けた準備等
総務省

HAPSの順次国内展開、高度化等 総務省

（３）デジタル化を支えるインフラの整備

①光ファイバ、5G等、非地上系ネットワーク

の整備等

①光ファイバ、5G等、非地上系ネットワーク

の整備等

①光ファイバ、5G等、非地上系ネットワーク

の整備等

①光ファイバ、5G等、非地上系ネットワーク

の整備等

・非地上系ネットワークの整備等
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

情報通信技術戦略とりまとめ 総務省

情報通信研究開発基金の造成 総務省

同基金を活用し、我が国が強みを有する技術を中心として、社

会実装・海外展開を目指した先行的な研究開発を推進
総務省

ステージゲート評価 総務省

ステージゲート評価の結果を踏まえ、社会実装・海

外展開を目指した研究開発を加速化
総務省

基金の採択等に係る知財・標準化の評価 総務省

③半導体戦略の具体化
・半導体設計・製造能力の強化に向けた技術開発の推進

省エネエレクトロニクスの製造基盤強化に向けた技

術開発事業の着実な執行
経済産業省

自治体向けFS調査事業 経済産業省

東京・大阪を補完・代替する第３・第４の中核拠

点の整備
総務省、経済産業省

日本海ケーブルの整備促進 総務省

我が国の国際的なデータ流通のハブとしての機能強

化に向けた海底ケーブル等の整備促進
総務省

②Beyond5Gの実現に向けた研究開発・

標準化の推進

④データセンターの分散立地の推進、国際

的なデータ流通のハブとしての機能強化等

④データセンターの分散立地の推進、国際

的なデータ流通のハブとしての機能強化等
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

電波模擬試験環境の構築に係る研究開発 総務省

電波模擬試験精度検証準備 総務省

電波模擬試験精度検証 総務省

電波模擬試験環境の総合実証準備 総務省

電波模擬試験環境の総合実証 総務省

電波模擬試験環境の活用促進 総務省

ローカル5Gに関する実証を推進 総務省

ローカル5Gの柔軟な運用を可能とする制度整備 総務省

情報通信技術戦略取りまとめ 総務省

情報通信研究開発基金の造成 総務省

同基金を活用し、オール光ネットワーク技術等の先

行的な研究開発を推進
総務省

ステージゲート評価 総務省

ステージゲート評価の結果を踏まえ、研究開発を加

速化
総務省

①高度情報通信環境の普及促進に向けた

研究開発・実証

①高度情報通信環境の普及促進に向けた

研究開発・実証

（４）デジタル社会に必要な技術の研究

開発・実証の推進

①高度情報通信環境の普及促進に向けた

研究開発・実証

39



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

都市内・都市間規模向けの実装・検証 総務省

大規模ネットワークを想定した実証実験 総務省

衛星搭載量子暗号装置、地上局の開発 総務省

各装置の性能検証、統合検証 総務省

実現性検討・一次試作の仕様策定、ネットワーク

アーキテクチャの概念設計等
総務省

一次試作・詳細設計等 総務省

一次試作の機能検証・性能評価、二次試作の仕

様検討・詳細設計等
総務省

二次試作の機能検証・性能評価、各要素技術の

結合試験等
総務省

観測データのユースケースの調査 総務省

リモートセンシングデータ提供システムの開発 総務省

災害発生地域抽出装置の開発 総務省

圧縮・復号器の開発 総務省

実証実験のための環境整備 総務省

実証実験 総務省

データ提供システムの成果展開 総務省

②データ活用を支える高度コンピューティング

技術の研究開発・実証

・情報処理の高度化のための次世代コン

ピューティング技術

量子インターネットの実現に向けた要素技術

の研究開発

②データ活用を支える高度コンピューティング

技術の研究開発・実証

・情報処理の高度化のための次世代コン

ピューティング技術

②データ活用を支える高度コンピューティング技術

の研究開発・実証
・情報処理の高度化のための次世代コンピューティング技術

量子暗号通信（地上系）の研究開発

②データ活用を支える高度コンピューティング技術

の研究開発・実証
・情報処理の高度化のための次世代コンピューティング技術

量子暗号通信（衛星系）の研究開発

40



デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育

推進事業」における社会人向けプログラムの開発・実施
文部科学省

「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」におい

て社会人向けプログラムを開発・実施する大学等を審査・採択
文部科学省

「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」で採択された大

学等において、社会人向けプログラム開発のためのニーズ調査・プログラム設計を実施
文部科学省

「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」で採択された大

学等において、開発された会人向けプログラムの広報・受講生募集を実施するとともに、

社会人の学びに関する情報発信のためのポータルサイト「マナパス」でもプログラム情報等

を掲載

文部科学省

「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」で採

択された大学等において、開発された社会人向けプログラムを順次実施
文部科学省

「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」で採択された大

学等において実施された社会人向けプログラムの終了後、順次受講生アンケートや大学

等アンケートを実施し評価を纏めるとともに、成果の横展開を図る
文部科学省

「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」実態調査 文部科学省

「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」モデルプログラムの策定及

び実証授業の実施（2023年度）、モデルプログラムの改良（2024年度）
文部科学省

「専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教

育推進事業」の公募実施
文部科学省

「専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教

育推進事業」の審査・採択
文部科学省

「専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業」

の採択拠点において、専修学校と企業・業界団体等との連携体制を構築
文部科学省

「専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業」の

採択拠点において、モデルプログラムの素案を作成し、それを活用した実証講座を実施
文部科学省

「専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業」の

採択拠点において、実証授業の結果を踏まえたモデルプログラムの改良、プログラムの完

成
文部科学省

「持続的な産学共同人材育成システム構築事業」において実務家教

員育成プログラムの実施、改善
文部科学省

「持続的な産学共同人材育成システム構築事業」において開発した

実務家教員育成プログラムや実務家教員の周知・普及活動
文部科学省

「持続的な産学共同人材育成システム構築事業」の中間評価の実

施による進捗確認）
文部科学省

情報活用能力調査本調査結果公表 文部科学省

予備調査準備実施 文部科学省

本調査実施 文部科学省

検討委員による検討 文部科学省

情報モラル教育のコンテンツ制作 文部科学省

指導案等の指導例作成 文部科学省

ポータルサイトで周知 文部科学省

６．デジタル社会のライフスタイル・人材

（２）デジタル人材の育成・確保に向けた

取組

①デジタルリテラシーの向上

①デジタルリテラシーの向上

①デジタルリテラシーの向上
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

数理DSAI教育プログラムの公募 文部科学省

数理DSAI教育プログラムの認定 文部科学省

人文系×情報系に取り組む大学の選定 文部科学省

2022年度演習の準備・実施・振返り 総務省

2023年度演習の準備 総務省

2023年度演習の実施 総務省

2023年度演習実施状況の振返り 総務省

2024年度演習の準備・実施・振返り 総務省

2025年度演習の準備・実施・振返り 総務省

2026年度演習の準備・実施・振返り 総務省

2022年度共通基盤を活用した人材育成の推進 総務省

共通基盤の提供 総務省

コンテンツの開発 総務省

2024年度共通基盤を活用した人材育成の推進 総務省

2025年度共通基盤を活用した人材育成の推進 総務省

2026年度共通基盤を活用した人材育成の推進 総務省

政府デジタル人材育成支援策の順次実施 デジタル庁、内閣官房

育成支援策の完全移行に向けた実施 デジタル庁、内閣官房

育成支援策の完全移行及び実施 デジタル庁、内閣官房

進捗フォローアップ デジタル庁、内閣官房

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保
高度デジタル人材の在り方検討 デジタル庁、内閣官房

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保
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デジタル社会の実現に向けた重点計画 ＜工程表＞

担当府省庁
1Q 2Q 3Q

2026年度

（令和８年度）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）取組内容
取組名

※項目番号は本文に対応

デジタル人材に係る競技会等の調査設計 デジタル庁

デジタル人材に係る競技会等調査 デジタル庁

デジタル人材育成に係る取組の企画立案 デジタル庁

人材育成に係る取組の実施及び見直し デジタル庁

デジタル人材確保・育成の現状分析準備 デジタル庁

現状分析のための調査実施 デジタル庁

調査結果更新及び提供の仕組みの検討 デジタル庁

調査結果を踏まえた現状分析結果整理 デジタル庁

各府省庁に対する情報共有 デジタル庁

人材確保・育成に係る施策の進捗確認等 デジタル庁

各省施策に係るフォローアップ調査等 デジタル庁

②専門的なデジタル知識・能力を持つ人材

の育成・確保

・高度デジタル人材の確保・協働
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